
①地域の学習課題の把握・分析 ②地域の仕組みづくり〔企画立案・運営〕
③広域的な調整者〔コーディネーター〕 ④地域のコーディネーター等人材育成 ⑤情報収集・整理・提供
⑥相談・助言 ⑦ニーズの調査研究・事業実施後の分析

社会全体で子どもの多様な奉仕活動・体験活動の機会・
大人の「学び直し」の機会を充実

学習支援人材の役割と機能〔概念図〕

教育サポーター（総称）

◆役割・機能
学校・青少年施設・社会教育施設

等において講師として活躍する「講
師」
個別名称例）
・学校支援ボランティア、
・放課後子どもプラン学習アド
バイザー など

◆コーディネーターの役割・機能

地域の人材〔教育サポーター等〕と活躍の場〔学校・社会教育施設等〕の橋渡し
個別名称例） 地域教育コーディネーター、学校教育支援コーディネーター、家庭教育支援

コーディネーター、職業教育支援コーディ ネーター など

学校
総合的な学
習の時間、
特別活動、
部活動・放
課後の学習
活動など

福 祉 ・ 医
療施設
老人ホーム、
身体障害者
福祉施設な
どの学習活
動

家

庭

町内会・ 自
治会・ 子ど
も会
遊び場づくり、
交通安全教育、
防災教育など

社会教育施設
（公民館、少年
自然の家、図書
館、博物館な
ど）
自然体験活動・
文化体験活動

企業
職 場
体験・
イ ン
ターン
シップ

学習相談員（総称）

◆学習相談員の役割・機能
学習の必要性・ニーズの明確化、

学習相談〔入り口〕から、学習情報
の提供、再就職やボランティア活
動等社会参加まで〔出口〕のカウ
ンセリングを含めた支援を行う
個別名称例）
・学習相談員、
・女性メンター、
・家庭教育カウンセラー
・職業教育カウンセラー など

・学びの目的が明確でない人

・何から学んだらよいかわからない人

・どこで学べるか分からない人

社会教育主事の
役割・機能

社 会 教 育 主 事（社会教育法に基づく国家資格）

学習活動の場

NPO
体 験
活動・
イ ン
ターン
シップ

学習コーディネーター（総称）

相談・支援 指導・支援

学習者

支援
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生涯学習に関する基礎的知識 

「生涯学習の概念」「学校教育行政」「社会教育行政」「地域の特性・現状」「発達段階（年齢）に応じた教育方法について」「学校と社会の連携につい 

て」「指導者の役割、あり方」「指導計画の立て方」「情報通信技術を活用した指導方法」「ボランティア論基礎」「NPO活動基礎」等横断的な基礎的知識

学習コーディネーター 

【専門科目】 

〔講義〕 

● 学校教育又は社会教育の現代的課題 

● 学校教育又は社会教育施設の特性 

● 学習ニーズの把握・分析 

● 学習成果の評価 

● 情報収集・提供 

● ネットワークの認識 

● カウンセリング基礎 

● 学習活動のマネジメント 

● 効果的なグループワークの方法  等 

〔実習〕 

● 学習講座の作成・評価の演習 

● コーディネート実践演習 

● ネットワーク事例研究 

● グループワーク（組織づくり） 

● カウンセリング演習 

● 模擬講座の実施 

● 施設実習（学校・社会教育施設）  等 

 

教育サポーター 

【専門科目】（子どもの学習支援の場合） 

〔講義〕 

● 学校教育の現代的課題 

● 学校の教育方針・指導計画 

● 子どもの発達段階に応じた指導方

法 

● 子どもとのコミュニケーション能力 

● 指導計画、支援・協力計画の立て方 

● 子どもの悩みや相談に対応するた

めの知識と技術 

〔実習〕 

● 模擬講座の実施 

● 施設実習（学校等）      等 

 

学習相談員 

【学習相談の理解】 

● 学習相談の基礎 

● 学習相談の意義と役割 

● 学習相談の推進体制の基礎 

● 学習相談員の活動         等 

【学習相談の実際】 

〔講義〕 

● 学習ニーズの把握・分析 

● 学習成果の評価 

● 情報収集・提供 

● ネットワークの認識 

● カウンセリング基礎 

● 学習情報提供システムの機能  等 

〔実習〕 

● 学習講座の作成・評価の演習 

● 学習相談演習 

● カウンセリング演習 

【学習情報の処理】 

● 学習情報の収集と管理       等 

 

 

 

社会教育主事 

（社会教育法に基づく国家資格） 

社会教育主事の資格取得のためには①社会教育

主事講習の修了又は②大学において社会教育に関

する科目の単位修得が必要。 
①【社会教育主事講習：４科目９単位(１５０時間程度)

のうち７単位程度。１単位＝１５時間～３０時間】 

「社会教育計画」２ 単位 

● 事業計画の意義・プログラム作成 

● 学習情報提供・学習相談の意義 

● 社会教育の広報・公聴 

● 地域課題の把握(ニーズ調査・データ分析等) 

● 評価の意義・内容・方法 

● 図書館・博物館・公民館経営の方法 

● 行政法・財政法 

「社会教育演習」２ 単位  

● 地域課題の把握と考察 

● 事業計画立案の実際 

● 教育施設の動向(現地研修) 

「社会教育特講」3 単位  

● 現代的課題(社会福祉・環境教育・健康教育・情報

化･消費者教育・職業教育・芸術文化・科学技術・

国際理解教育・ボランティア活動・大学開放・ＮＰ

Ｏ・青少年の体験活動・生涯スポーツ・地方分権と

規制緩和・行政評価) 

②【「社会教育に関する科目」(大学における養成課程) 

 ４科目２４単位(２～３年間、計３６０時間) 

 

キャリア・コンサルタント 

（厚生労働省職業能力開発局長が定める民

間機関等が実施する試験に合格した者） 

【キャリアコンサルティングの社会的意義に関

する知識】  

● キャリア形成支援の必要性 

● キャリア・コンサルティングの役割 

● 倫理規程 

【基本的知識・スキル】 

● 情報収集・提供 

● メンタルヘルス 

● 労働関係法 

● カウンセリングの技法 等 

● 演習（カウンセリング演習等） 

【実施過程において必要なスキル】  

● 相談場面の設定 

● 相談過程の総括 等 

● コンサルティング実践演習 

【効果的な実施に係る能力】 

● キャリア形成の重要性の社会への普及 

● ネットワークの認識 

                 

総時間数１２０時

時間数３０～４０時間(２単位)

総時間数８０時間 

総時間数１２０時間 時間数１２０時間 

学習を支援する人材育成のカリキュラムイメージ 

総時間数１５０～１６０時間

４０時間 ８０時間８０時間 ８０時間 

１２０時間 

● 社会・経済的動向とキャリア形成支援の

必要性 

● キャリア・コンサルティングの役割と位置

づけ 

● 任務の範囲 
４０時間 

〔参考〕 

学習コーディネーター、教育サポーター、学習相談員の３種類の学習支援人材（全て仮称）についてカリキュラム例のイメージを提示 
また、各学習支援人材等の育成課程間で互換性を認めることができそうなカリキュラムを色づけ（今後さらなる検討が必要） 

学習支援人材が多様な分野で活躍 

学校教育支援コーディネーター 

家庭教育支援コーディネーター 

職業教育コーディネーター  等 

学校教育支援（教科や総合学習の時間に 

おいて指導を行う）教育サポーター・ 

家庭教育サポーター・IT 教育サポーター 等 

学習相談員 

家庭教育カウンセラー 

職業教育カウンセラー   等 

※カリキュラムについて、今後求められる資質・能力に対応 

した内容となるよう、その高度化・専門化について要検討 

資料：中央教育審議会生涯学習分科会 生涯学習を推進する人材の育成及び確保の在り方に関する作業部会 部会報告（平成18年）より抜粋



認証システムの仕組み
学習活動に関する指導者を育成・認定する事業(人材認定事業)を行う、大学等教育機関・

ＮＰＯ・民間団体等から、人材認定事業を有識者・ユーザー・関係業界によって構成される全
国的な第３者機関へ申請し、当該機関が示す要素を満たした事業を認証し、その事業を広く
国民に対して情報提供を行う仕組みを構築。

人材の資質・能力を確保するためのシステム(イメージ)

学校教育支援
・職業教育
・家庭教育
・学習相談など

社会のニーズが高い
分野ごとに基本的な

知識・技能等に
に関する「要素」

を提示

社会教育施設
大学等教育機関
民間団体等の
人材育成・

人材認定事業

登録申請

認証

人材の育成・
認定

育成・認定
された
指導者

教育活動・
学習支援

が行われる
現場等で

活躍

小・中学校
高等学校
公民館

大学・専修学校
青少年・女性施設

福祉・医療施設
企業

など

指導

●●コーディネーター
・サポーター養成講座

認証された事業の
情報を広く社会へ提供

多様な人材活用の促進

社会全体で多様な学習機会を創出
学校教育・社会教育・家庭教育の充実、連携協力を促進

有識者・ユーザー・
関係業界によって

構成される全国的な
第３者機関

資料：中央教育審議会生涯学習分科会 生涯学習を推進する人材の育成及び確保の在り方に関する作業部会 部会報告（平成18年）より抜粋



人数 認定主体 概要 主な活動場所

社会教育主事 ４，１１６人
（平成１７年）

各教育委員会が発令（任
用資格）

社会教育法第９条の４の規定に該当する者を教育委員会が発令。社会教育を行う者に専門的技術的な助言と指導を与え
る。

都道府県及び市町村の教育委員会の事務局

教育サポーター（仮称）
＜新規施策＞

－ 教育委員会が認定 職業や地域活動等を通じて既に高度な知識・技術を有する者で、教育サポーターとなるための研修を修了した者を認定。講
座の講師、講座（授業）実施のサポートを実施。

社会教育施設、学校　ほか

生涯学習コーディネーター － 各教育委員会が委嘱 各地方自治体が個別に人材を登録する場合が多いが、知事等県民カレッジなどの長による認定もあり。 生涯学習推進センターが中心。社会教育施設・学校等も
あり。

生涯学習推進員・生涯学習奨励員 市町村の21%が活用 各教育委員会が委嘱 広報啓発等を中心とした地域の支援者を活用 生涯学習・社会教育関連施設

生涯学習アドバイザー・生涯学習相
談員

－ 各教育委員会が委嘱 生涯学習センターにおける学習相談を行う者として、教育委員会等が委嘱、又はボランティアとして育成。総合的な学習情
報の提供・相談を実施。

同上

子どもの居場所づくりコーディネー
ター

約４，７００人
（平成18年）

各運営協議会、実行委員
会

「地域子ども教室推進事業」の実行委員会（市区町村レベル）等に配置。行政・学校・地域・関係団体等との連絡調整、実行
委員会等運営支援、地域人材の確保、活動プログラムの企画・立案等を実施。

実行委員会等の設置場所（教育委員会、社会教育施設、
団体事務局等）

ボランティアコーディネーター 約２，９００人
（平成１７年）

※社会福祉法人全国
社会福祉協議会調べ

認証していない ボランティア活動に関する情報提供、相談・仲介を行う。ボランティア活動への参加を希望する者と活動の場を円滑に結びつ
けるため、活動の準備、実施、事後のフォーローアップなど活動の各過程を通じて、活動参加者に対する活動の動機付けや
情報収集・提供、活動の場の開拓、受入先の活動メニューの提供、活動の円滑な実施のための活動機関等との各種の連絡
調整などの役割を担う。

教育委員会などの行政機関や社会福祉協議会などのボ
ランティア推進団体等が各地域に設置するボランティア活
動支援センター（拠点）等。
・ボランティア活動支援センター⇒設置者、設置場所によ
り名称は様々である。（注）社会教育実践研究センター調
べ（平成１７年４月）では、全国に約1，２００のセンターが
設置されている。

家庭教育アドバイザー 約２７０人（平成１４・１５
年度計、文部科学省補
助事業）

市町村教育委員会
(平成14・15年度に国の補
助事業として実施)

子育てサポーター等への指導・助言。
深刻な悩みを抱えている親からの相談対応。
臨床心理士等のほか、臨床心理学や発達心理学などに関する専門的な知識や技能を有していると市町村教育委員会が認
める者を認定。

社会教育施設等

子育てサポーター 約７，６００人のべ（平
成１６年）

各市町村教育委員会(地域
家庭教育推進協議会)

市町村教育委員会が実施する子育てサポーター養成講修了者を認定（子育て中の親の気軽に相談できる者） 社会教育施設、子育てサロン　ほか

子育てサポーターリーダー 約１，０００人
（平成１６年）

各市町村教育委員会(地域
家庭教育推進協議会)

市町村教育委員会が実施する子育てサポーターリーダー養成講座修了者を認定
訪問型の相談事業や情報提供事業、子育てサポーター同士の交流会の開催、子育てサポーター養成講座を講師として実
施

教育委員会・社会教育施設ほか

男女共同参画に関する相談員 全都道府県の男女共
同参画センター等

都道府県・市町村・民間団
体

臨床心理士やキャリア化カウンセラー等、カウンセラー資格を有する者や経験のある者を採用。非常勤が多い。子育て(不登
校・ニート等含む)・家族問題・介護・福祉・DV・再就職等に関するカウンセリングを含めた相談員。精神科医、弁護士、警察、
法務局等との連絡調整役

男女共同参画センター

ニ
ー

ト
等

自立支援アドバイザー － － 「専修学校におけるＮＰＯ団体等と連携したニートに対する職業教育支援事業」において、ニートの就職・社会的自立等のた
め進路相談や学習相談を行うために配置
進路相談・専修学校学習のアドバイザー

専修学校

学校支援ボランティア・コーディネー
ター

－ 各教育委員会 地域における人材を学校の授業等でボランティア講師として養成し、活用。地方においては、読み聞かせ・スポーツ・科学な
ど分野別に分かれているところもあり。

学校

学校安全ボランティア(スクールガー
ド)

－ － 学校や通学路で子どもたちを見守る活動を実施 通学路等

子
育
て
関
係
・
家
庭
関
係

生
涯
学
習

学
校
支
援

社
会
教
育

資料：生涯学習分科会　生涯学習を推進する人材の育成及び確保の在り方に関する作業部会　部会報告（平成18年）より抜粋

（財）社会通信教育協会 文部科学省認定社会通信教育講座を含む協会指定講座修了者を左記財団において審査の上認定。（１級については生涯
学習インストラクター２級資格取得者を対象としている）
（１級）地域の生涯学習推進活動の企画立案・指導
（２級）地域の生涯学習推進活動の補助・支援

学校、生涯学習センター等社会教育施設、子どもの居場
所づくり等

地域における学習支援者について

生涯学習インストラクター１級・２級 （１級）約４，２００人
（２級）約２０，０００人
（平成１８年）



博
物
館

国立博物館生涯学習ボランティア － 国立博物館 ワークショップや講演会の運営補助、各種配付資料の印刷等 博物館

美
術
館

博物館・美術館ボランティア － 各博物館、美術館等 ワークショップや講演会の指導や案内補助，展示の案内補助 博物館、美術館等

理科大好きコーディネーター － 認証していない（ただし、Ｊ
ＳＴのボランティアデータ
ベースへ登録）

地域での科学ボランティア活動実績を持ち、専門的知識と実験演示能力を有する者でデータベースに登録された人が、実験
教室、工作教室、自然観察教室、天体観測教室などの活動を各地域で年５回以上、継続的・系統的に実施。コーディネー
ター自身が講師となる場合や、講師の招聘やボランティアの招集まで講座の企画・立案なども実施

学校、児童館・公民館、科学館・博物館など

理科大好きボランティア － 認証していない（ただし、Ｊ
ＳＴのボランティアデータ
ベースへ登録）

地域での科学ボランティア活動実績を持ち、専門的知識と実験演示能力を有する者でデータベースに登録された人が、実験
教室、工作教室、自然観察教室、天体観測教室などの活動を各地域で実施。ボランティア自身が自ら講師となる場合や、講
師の招聘やボランティアの招集まで講座の企画・立案なども実施

学校、児童館・公民館、科学館・博物館など

ＳＰＰ（サイエンス・パートナーシップ・
プロジェクト）講師

－ 認証していない 学校が招聘したり、大学等に児童生徒が赴いたりすることにより、研究者・技術者や科学館解説員等を講師とする、観察・実
験・実習等の体験的・問題解決的な学習活動を実施。

学校、大学・研究所、科学館など

ＳＳＨ（スーパーサイエンスハイス
クール）講師

－ 認証していない 学校が招聘したり、大学等に生徒が赴くことにより、研究者等を講師とする先進的な理数教育を実施。 学校、大学・研究所、科学館など

理数大好きモデル地域事業講師 － 認証していない 学校を核として、研究者・技術者や科学館解説員等を講師とする、観察・実験等の体験的活動や教員研修を実施。 学校、科学館など

国立科学博物館認定サイエンスコ
ミュニケータ

24人（H18年度，SC1修
了者，SC2は10人程度
を予定）

独立行政法人　国立科学
博物館

国立科学博物館の場を活用した学習で理論と実践を通じた「つながる知の創造」を目指し，受講者が実際のサイエンスコミュ
ニケーションの場で，より深く考え，人々に知を伝え，人々の知をつなぎ，試行錯誤を繰り返しながら知を社会に還元する機
能を担う人材の育成。

学芸員，科学ジャーナリスト，研究機関・企業の広報担当
者，研究者，技術者，行政，学校の教員など科学技術に
携わる双方向のコミュニケーションが必要な場所

日本科学未来館認定科学コミュニ
ケーター

平成18年度は、短期研
修は20名程度、長期研
修は３名程度がそれぞ
れ修了予定

日本科学未来館 研究者あるいは社会からの一方的な情報発信・収集にとどまらず、双方が交流する場の創出や人的ネットワークの構築、お
よびその牽引役として新しい知見の提言等も行うことのできる人材の育成。

科学技術に関する情報提供・コミュニケーションの場

理科支援員等配置事業コーディ
ネーター
＜19年度新規要求＞

－ 都道府県・政令指定都市
等任命予定

理科支援員の募集、面接、採用、養成・研修、経理・雇用管理等の実施。 都道府県・政令指定都市教育委員会

理科支援員等配置事業理科支援員
＜19年度新規要求＞

－ 都道府県・政令指定都市
等任命予定

小学校５、６年生の理科の観察・実験活動等に関し、準備や実施支援補助、後片付け等の業務や、教材開発・観察・実験活
動等技能向上支援、先端科学技術に関する知識やものづくり技術の伝授等を通じた小学校教員の理科授業支援の役割を
担う。

学校

地域の科学舎：地域理科教室講師
＜19年度新規要求＞

－ 認証していない（希望者は
ＪＳＴ理科大好きボランティ
アデータベースに登録の方
向で検討中）

児童・生徒、保護者等を対象に、科学館や理科大好きボランティア等が行う地域における実験・観察等理科や科学技術に関
する取組（地域理科教室）の講師を担う。

科学館、博物館、児童館・公民館、学校など

地域の科学舎：科学者との談話室
講師＜19年度新規要求＞

－ 認証していない（希望者は
ＪＳＴ理科大好きボランティ
アデータベースに登録の方
向で検討中）

主に、高校生以上の地域住民を対象に、科学館や大学等が先端科学技術をわかりやすく解説する講座等の講師を担う。 科学館、博物館、公民館、大学など

Ｉ
Ｔ

ITサポーター・ITボランティア － － ITに関するサポートを行う者に対する名称として使用。地方公共団体・一部民間・NPO等で認定試験・認定研修を実施してい
るケースあり。

企業や生涯学習推進センターが実施するパソコン講習等

ＣＯＮＥリーダー １９，３２８人
（平成１８年）

特定非営利活動法人自然
体験活動推進協議会（ＣＯ
ＮＥ）に団体を通じて登録

１８歳以上でＣＯＮＥに登録している養成団体のＣＯＮＥ指導者養成講座（共通カリキュラム２１時間）を修了し、養成団体を通
じてＣＯＮＥに登録。３年毎に更新。資質は以下のとおり。
［１］日帰りで10人程度の少人数を身近な自然に案内できる
［２］参加者ひとりひとりについて配慮することができる
［３］自分が担当する活動の詳細を知っている。そしてその活動を行なうさいに、参加者が楽しくかつ安全に体験ができるよう
随時案内することができる

民間（企業・ＮＰＯ・自然学校等）、学校教育施設、社会教
育施設

ＣＯＮＥインストラクター １，５８３人
（平成１８年）

特定非営利活動法人自然
体験活動推進協議会に団
体を通じて登録

２０歳以上でＣＯＮＥリーダー登録後２年以上経過しており、登録後参加者及び指導的立場として合計３０日以上の経験（指
導的立場としての関わりは15日以上）を積んだ上で、養成団体のＣＯＮＥ指導者養成講座（共通カリキュラム２２時間、ペー
パーテスト）を修了し、養成団体を通じてＣＯＮＥに登録。３年毎に更新。資質は以下のとおり。
・10人程度の少人数を対象に、身近な自然をフィールドにした自然体験活動の指導ができる

民間（企業・ＮＰＯ・自然学校等）、学校教育施設、社会教
育施設

ＣＯＮＥコーディネーター １，５６７人
（平成１８年）

特定非営利活動法人自然
体験活動推進協議会に団
体を通じて登録

２３歳以上でＣＯＮＥインストラクター登録後３年以上経過しており、登録後４５日以上の経験（自然体験活動の準備、企画運
営）を有し、その３年間のレポートを提出した上で、各養成団体のＣＯＮＥ指導者養成講座（共通カリキュラム２０時間、ペー
パーテスト）を修了し、養成団体を通じてＣＯＮＥに登録。３年毎に更新。資質は以下のとおり。
身近な自然をフィールドにした自然体験活動の企画・運営ができる。リーダーやインストラクターの活躍する場を作れる

民間（企業・ＮＰＯ・自然学校等）、学校教育施設、社会教
育施設

科
学
技
術
理
解
増
進

青
少
年
教
育
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自
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験



学校における体験活動・ボランティア活動等を
進める担当者

資料：国立教育政策研究所社会教育実践研究センター
奉仕活動・体験活動の推進・定着のための研究開発「学校における体験活動ボランティア活動
のコーディネーター研修プログラムの開発に関する調査研究報告書（平成17年度）



資料：国立教育政策研究所社会教育実践研究センター
奉仕活動・体験活動の推進・定着のための研究開発「学校における体験活動ボランティア活動
のコーディネーター研修プログラムの開発に関する調査研究報告書（平成17年度）



資料：国立教育政策研究所社会教育実践研究センター
奉仕活動・体験活動の推進・定着のための研究開発「学校における体験活動ボランティア活動
のコーディネーター研修プログラムの開発に関する調査研究報告書（平成17年度）
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47.0 53.0
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広域

町村

市（区）

都道府県

専任

兼任

無回答
3.0%

専任
36.8%

兼任
60.2%

ボランティア・コーディネーターの現状

専任・兼任の状況

○ コーディネーターの専任・兼任の別では､「兼任」が60.2%と半数を超え
ている。

○ 設置主体別では、兼任が「都道府県」で53.0%､「市(区)」で58.6%､「町
村」で61.9%､「広域」では100%となっており、都道府県よりも市区町村で
兼任の割合が高い。

（ センター設置主体別の割合）

資料：国立教育政策研究所社会教育実践研究センター 社会教育指導者の育成・資質向上のための調査研究事業
「青少年の体験活動ボランティア活動のコーディネーター養成研修プログラムの開発報告書」（平成１５年度）
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その他

カウンセリングの能力

事業・研修等を企画・立案する能力

希望者と活動先をつなぎ調整する能力

団体等とネットワークを図る能力

情報を収集する能力

業務で困ったこと

6.7

4.0

4.9

10.1

10.4

15.9

25.8

30.0

32.1

33.8

35.8

0 10 20 30 40

その他

職員同士の人間関係が難しい

相談者との意思の疎通が難しい

情報提供・相談活動の方法が不明

講座等の企画・立案方法がわからない

ボランティア活動関係資料が少ない

ニーズの把握等の方法がわからない

知識・技術向上のための場や機会がない

支援センターの業務が明確でない

コーディネーターの業務が不明確

他機関・団体等との連携が進まない

○業務に当たる中で特に困った点としては、「他機関・団体の連携が進まな
い」が最も多く､次いでコーディネーター及び支援センターの業務が明確で
ないが多い。

必要だと思う資質・能力

○必要だと思う資質・能力では、「情報収集」「団体等とのネットワーク形
成」「活動者と活動席の調整」が上位を占める。

（％）

（％）

（複数回答）

（複数回答）

資料：国立教育政策研究所社会教育実践研究センター 社会教育指導者の育成・資質向上のための調査研究事業
「青少年の体験活動ボランティア活動のコーディネーター養成研修プログラムの開発報告書」（平成１５年度）
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